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１． はじめに 

想定を超えるような巨大地震 1)に対しても建物の安全性を確保するためには、部材がどの

ように損傷して倒壊に至るかを検証し、回避する必要がある。建築物の中でも数多くの大規

模建築に適用される鋼構造建物は、建物全体が倒壊に至る過程において、様々な形状の部材

が、繰返し大変形を受けることで、鋼材に破断が生じる可能性がある。そのため各部材が繰

返し大変形を受けて破断する現象を予測し回避することは巨大地震による鋼構造建物の倒

壊を防ぎ、人命を守るためには極めて重要な要素の一つである。 

地震時における部材の破断を予測するためには、部材の形状・場所の違いを考慮しながら、

繰返し変形を受けて破断する現象を予測する必要がある。形状・場所によって、強く圧縮応

力を受けるところ、引張応力場が形成される箇所など様々な応力状態が存在することが予

想される。このような多様な応力状態下で、鋼構造建物の構造部材は、地震による繰返し塑

性変形を受けることになる。このように繰返し塑性変形を受けて、その繰返し数が 103 のオ

ーダー以下で破断に至る現象を低サイクル疲労と呼ぶ。更に地震動を受ける鋼構造建物の

ように 100～102のオーダーで破断に至る現象は極低サイクル疲労などと呼ばれる。 

鋼構造部材の破断に関しては、数多くの研究が存在するがいまだに応力状態の違いを考

慮した低・極低サイクル疲労破断を予測する技術は確立していない。まず、建築構造分野で

は、「部材」を用いた実験的研究によって鋼構造部材の破断を予測する研究が数多く存在す

る 2)。しかしながら部材実験によって全ての鋼構造部材の破断を予測するためには、形状が

変わるごとに異なる実験を実施する必要があり、費用・時間的制約から実質的に不可能であ

る。また、制震ダンパーなどに関する研究で、素材レベルでの低サイクル疲労に関する研究

も報告されているが 3)、各研究の中で試験体形状を変化させて応力状態の違いを考慮してい

る例は申請者らの知る限り存在しない。一方で、応力状態の変化を考慮するために「応力三

軸度(相当応力/静水圧応力)」と呼ばれる指標を用いて破断ひずみを予測する手法が、機械部

品の塑性加工の分野などで報告されている 4)。しかしながら、一方向変形のみを対象とした

研究がほとんどであり、地震のように繰返し変形を受ける状況に関する研究は報告されて

いない。 

そこで本研究では、地震における鋼材の破断を予測するために必要な「形状による応力状

態の違い」と「繰返し塑性変形」の両方を考慮した「低・極低サイクル疲労曲面」の構築を

最終目標とする。その第一歩として、鋼構造建築物に一般的に用いられる建築構造用圧延鋼
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材（SN 材）を対象とした、切欠き試験体を用いた極低サイクル疲労実験を行う。低サイク

ル疲労実験では切欠き試験体に引張、圧縮の強制変位を与え、そのひずみ分布を非接触三次

元画像計測装置によって計測する。圧縮時の座屈を防止しつつ、画像計測を可能にする試験

体補剛治具を、非線形有限要素解析を用いて設計する。設計された試験装置を用いて、切欠

き試験体が大振幅の繰返し変形を受けた時の破断繰返し数を取得する。 

 

２． 応力状態の違いを考慮した極低サイクル疲労実験装置 

 Fig.1 に実験のセットアップ図、Fig.2 に実験状況の写真を示す。円弧上切欠き部を有する

試験体に圧縮時の座屈変形を抑制するための補剛材を設置し、油圧式アクチュエータを用

いて一方向引張・圧縮の繰返変形を与えた。試験体中心部をデジタル画像計測専用カメラで

撮影した。 

 
Fig.1 セットアップ概要 

 
Fig.2 実験状況写真 

 
2.1. 試験体および補剛材 

 Fig.3 に試験体図を示す。試験体は試験片断面内の応力状態を変化させるため切欠き形状

をパラメータとし、切欠き半径 r=1.0 mm, 6.0 mm, ∞（平滑）を有する試験体 3 種類それぞ

れ R1, R6, S を設定した。両端部を拡幅し、専用の治具で拘束した。材料は全て SN490B 材

とした。Table 1 に試験体に用いた鋼材の化学的性質を、Table 2 に機械的性質をそれぞれ示

す。 

試験体

試験体

計測装置
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(a) 全体図 (b) 中央拡大図 
Fig.3 試験体概要 

 
Table 1 化学的性質 

鋼種 化学成分(%) 

C Si Mn P S Ni Mo Cr 

SN490B 0.18 0.55 1.65 0.03 0.015 0.01 0.01 0.04 

 
Table 2 機械的性質 

降伏応力度 
 

(MPa) 

引張強度 
 

(MPa) 

破断伸び 
 

(%) 

降伏比 
 

(%) 

シャルピー吸収
エネルギー(0℃) 

(J) 
361 527 28 68 139 

 
 

 Fig.4 に補剛材の概要を示す。補剛材は実験中に切欠きを有する試験部を観察、撮影でき

るように観測窓を設置した。下部は支点となるように試験片直径と穴直径が一致するよう

に設計寸法を設定した。上部は実験中の試験片と補剛材の摩擦の影響を可能な限り避ける

ために 0.1 mm の設計クリアランスを設定した。補剛材は半割可能な形状とすることで、上

下端に拡幅部を有する試験片に装着可能にした。実験中は全て共通の補剛材を用いた。 

 

2.2. 非線形有限要素解析による補剛材寸法の設計 

(1)解析モデル 

  上部のクリアランスは実験中に試験片に座屈が生じた際にも、座屈変形によるひずみの

偏りが 10%未満になるように、接触を考慮した非線形有限要素解析を用いて検討した。解

析モデル図を Fig.5 に示す。検討対象は、線形座屈固有値解析の結果、最も座屈が生じやす

いと考えられる切欠き半径 r=6.0 mm の試験体とした。試験片、補剛材ともに 8 節点 6 面体

要素ソリッド要素を用いてモデル化した。補剛材下部と試験片は、それぞれの節点を共有し

完全に一体化しているものとしてモデル化した。試験片材軸方向のメッシュサイズは切欠
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き試験部については 0.3 mm 程度、そのほかの部分については 5.0 mm 程度をそれぞれ基準

とし、円周方向は 20 分割した。補剛材上部と試験片の間にはクリアランスを設けた上で、

ペナルティ法に基づく接触条件を設定した。接触部の摩擦係数は 0.3 とした。補剛材の材料

モデルには線形弾性体を、試験片の材料モデルには塑性化後の相当応力－相当塑性ひずみ

関係を他直線近似した弾塑性体をそれぞれ用いた。 

 

 

Fig.4 補剛材概要 

 

Fig.5 座屈変形抑制検討モデル概要 
 

 線形座屈固有値解析から Fig.6 に示す 3 つの境界条件時の座屈モードを用いて試験片全長

に対して 1/500 の初期不整を与えた。線形固有値解析では補剛材はモデル化しているものの

補剛材と試験片の接触は無視した。 

   
(a) 両端固定 (b) 片端固定他端自由 (c) 両端ピン 

Fig.6 初期不整として用いた座屈モード 
 

解析パラメータとして、補剛材上部孔と試験片とのクリアランスを採用し、クリアランス

0.5 mm、0.3 mm の 2 ケースについて解析を行い、座屈発生時に生じる周方向でのひずみ差

について検討を行った。 

(2) 解析結果 

 Fig.7 に頂部鉛直変位と切欠き底におけるひずみの関係を示す。ひずみは周方向反対側の

2 か所で出力している。切欠き底の軸方向ひずみの最大値をε1、最小値をε2 として出力して
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いる。鉛直変位が増大してもε1 とε2 の差異は急激に増大することなく推移していることか

ら、補剛材によって座屈後の横方向変形が抑制されていることがわかる。クリアランス

0.5mm ではε1 が約 0.10 のとき、ε2 は約 0.08 のひずみが生じており、その差は 23.9%だっ

た。クリアランス 0.3 mm では、切欠き底軸方向ひずみの差異は 11.9%であった。クリアラ

ンスを 60%に低減することで、切欠き底軸方向ひずみの周方向での差は 50%に低減されて

いる。そこで、本実験では補剛材上部孔と試験片のクリアランスを 0.1 mm の設計寸法で製

作することとした。これにより、切欠き底の周方向でのひずみ差は十分に 10%未満に抑制

できると予想される。 

 
(a) クリアランス 0.5 mm 

 
(b) クリアランス 0.3 mm 

Fig.7 鉛直変位－切欠き底ひずみ関係 
 

2.3. 画像相関法による局所ひずみの測定 

  本研究ではひずみ振幅をパラメータの一つとして実施するが、最小半径 1 mm の切欠きを

有しているため、試験中のひずみを通常のひずみゲージで計測することが不可能である。そ

こで、本研究ではデジタル画像相関法(Digital Image Correlation、以下 DIC)を用いて試験片の

ひずみを計測した 5)-8)。DIC ではデジタルカメラにより Fig.8 に示すように試験体表面に塗

布されたスペックルパターンと呼ばれるランダム模様を撮影する。このランダム性を基に

して、変形前の輝度分布パターンと変形後の輝度分布パターンの相関が高い領域を探索し、

その移動量を用いて変位、ひずみ分布を計測する手法である。 

 
Fig. 8 試験体に塗布したスペックルパターン例 
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３．実験結果 

 Fig.9 に DIC によるひずみ計測例を示す。Fig.10 には Fig.8(b)で計測した切欠き底でのひず

み履歴を示す。ひずみ振幅∆εは Fig.8 内に示すように、ひずみ最大値と最小値の絶対値の平

均値として定義した。各試験体の実験結果をひずみ振幅∆εごとに整理した実験結果一覧を

Table 3 に示す。Ncrは亀裂発生回数であり、初期亀裂を目視で確認した時の繰返し数である。

N97.5 および N95 は引張側ピーク荷重がそれぞれ最大荷重の 97.5%および 95%に低下したと

きの繰返し数である。Nf は完全に試験片が破断し引張荷重が 0 になったときの繰返し数で

ある。 

 

 

(a) S 

 

(b)R6 
 

Fig.10 ひずみ履歴（R6）及

びひずみ振幅の定義 Fig.9 DIC ひずみ計測状況 
 

Table 3 実験結果概要 

試験体 ∆ε  (%) Ncr N97.5 N95 Nf 

R1 2.8 66 98 113 167 

4.5 20 40 46 65 

6.4 14 29 33 43 

10 10 17 20 27 

R6 2.2 115 147 159 197 

5.6 18 21 23 26 

8.2 15 17 18 17 

S 3.8 73 102 110 109 

5.4 28 28 39 42 

9.4 - 13 13 13 

 

Fig.11 に試験体ごとに最大ひずみ振幅を与えたケースの荷重－変位関係を示す。塑性変形中

の非圧縮性より、どの試験体でも引張側よりも圧縮側の方が高い荷重値を示している。いず

れの試験体においても、2 サイクル目から履歴曲線がほぼ定常化している。R1 においては、

亀裂発生後に引張側最大荷重が徐々に低下する傾向を示している。これに対して R6、S で

は、わずかな荷重低下が生じたのちに急激に荷重低下が生じ、破断に至っている。 
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(a) R1 

 
(b) R6 

 
(c) S 

Fig.11 荷重変形関係 
 

 Fig.12 にひずみ振幅∆εと Ncr および N97.5、N95、Nf の関係をそれぞれ示す。また、実験結

果から得られた回帰曲線を式(1)として示す。全てのひずみ振幅－繰返し数関係は両対数軸

グラフ上でおおよそ直線関係を示していることから、Manson-Coffin 則がほぼ成立すること

がわかった。Manson-Coffin 則では、本来は塑性ひずみ振幅と弾性ひずみ振幅の影響を分離

した二項で表現すべきであるが、本研究ではひずみ振幅が約 2%～10%と大振幅領域を対象

としていることから、弾性ひずみの影響は無視して単一の項として回帰曲線を求めた。∆ε－

Nf 関係内には過去の研究結果 9)-12)をまとめた回帰曲線を参考のために示す。一軸引張状態

である S 試験体を用いた実験結果から求められる回帰曲線は既往の研究の実験結果とおお

よそ一致していることがわかる。 

 N97.5、N95 ともに Ncr よりも大きな値を示しており試験体表面で確認された亀裂の進展に

より最大荷重が低下していることが示唆される結果となった。ひずみ振幅∆εが 5%を越える

ような範囲では R1 において最も少ない繰返し数で亀裂が確認され、次に R6、S という順序

になった。すなわち切欠き半径が小さい試験体の方が早期に亀裂が確認された結果となっ

た。一方で、同じくひずみ振幅∆εが 5%を越える領域において N97.5 および N95、Nf では R1

試験体の繰返し数が最も多くなっている。Fig.9 の塑性ひずみ振幅－繰返し数関係の両対数

軸グラフ上で切欠き半径が小さくなるにつれて傾きがやや大きくなっていることがわかる。

それに伴って、ひずみ振幅がおよそ 5%を越えるような範囲では R1 の繰返し数が最も大き

くなっているが、ひずみ振幅がおよそ 3%以下の範囲では R1 の繰返し数は S よりも小さく

なっている。 

 

R1 Δ𝜀𝜀 = 39.4 ⋅ 𝑁𝑁𝑐𝑐𝑐𝑐−0.644 Δ𝜀𝜀 = 83.6 ⋅ 𝑁𝑁97.5
−0.747 Δ𝜀𝜀 = 94.7 ⋅ 𝑁𝑁95−0.751 Δ𝜀𝜀 = 100 ⋅ 𝑁𝑁𝑓𝑓−0.706 

(1) R6 Δ𝜀𝜀 = 35.4 ⋅ 𝑁𝑁𝑐𝑐𝑐𝑐−0.588 Δ𝜀𝜀 = 35.2 ⋅ 𝑁𝑁97.5
−0.558 Δ𝜀𝜀 = 36.7 ⋅ 𝑁𝑁95−0.558 Δ𝜀𝜀 = 32.6 ⋅ 𝑁𝑁𝑓𝑓−0.513 

S Δ𝜀𝜀 = 33.6 ⋅ 𝑁𝑁𝑐𝑐𝑐𝑐−0.518 Δ𝜀𝜀 = 25.4 ⋅ 𝑁𝑁97.5
−0.422 Δ𝜀𝜀 = 27.2 ⋅ 𝑁𝑁95−0.425 Δ𝜀𝜀 = 27.7 ⋅ 𝑁𝑁𝑓𝑓−0.428 
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(a) Ncr 

 
(b) N97.5 

 
(c) N95 

 
(d) Nf 

 
Fig.12 ひずみ振幅－繰返し数関係 

 

４． まとめ 

本研究で建築構造物の地震時の破断現象に着目し、応力状態の違いを考慮した鋼材の低

サイクル疲労特性について検討を行った。3 種類の形状の異なる SN490 材の試験体を用い

ることで応力状態を変化させて、それぞれの試験体に対して引張、圧縮の繰返し疲労試験を

行った。得られた知見等を以下に示す。 

 圧縮変形中に生じる試験片の座屈変形の抑制しつつ、DIC でのひずみ計測が可能な

補剛材の形状を、非線形有限要素解析を用いて設計した。これによりひずみゲージの

設置が不可能な切欠き試験体において実験中に発生しているひずみを計測すること

ができた。 

 これらの試験体、観測装置、補剛材を用いて低サイクル疲労実験を行った結果、同程

度のひずみ振幅であっても試験体形状の違いによって破断繰返し回数に差異が生じ

ることがわかった。 

 切欠き半径が小さくなるほど、ひずみ振幅－破断繰返し数関係を表す両対数軸グラ

フ上での回帰曲線の傾きが大きくなった。 

今後は更に形状およびひずみ振幅のパラメータを増やすことによって、鋼材の応力状態

の違いを考慮した低サイクル疲労「曲面」の構築を目指す。 
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